
  

 

理事会審議事項に関する意見についての執行部見解 

 

１ 要望書の提出理由について 

①  算出基準がわからないという指摘ですが資料１の費用負担割合が概略で課題を明記しており理事会

にて説明予定であるため、また、事務局職員の業務が増えるため、収支見通しの算定について理事会資

料としては準備していません。 

 

②  平成 26年 2月理事会ではなく、平成 26年 4月理事会（新理事候補同席会議）で説明しています。誤

記により迷惑をかけて申し訳ありませんが、本日理事会議事録綴を用意していますのでご確認ください。

HP ライブラリーにアップしておりますし、各学童にも備え付けてあります。理事会で説明済みの事項で

あり、審議決定した上で総会に上程し決議された事項であるため、ここで再度の説明は不要と考えます。 

 

③  平成 24 年当時の「収支見通し」については、第 4 回理事会（H24.9.29）において「シミュレーショ

ンについては職員の待遇改善と併せて行う必要があり、現段階では暫定的な負担額を提示する」と前置

きした上で報酬について説明しております。また「支援課との協議事項を時系列に示した資料」の提示

については、本日、支援課との協議報告書等を持参しています。該当箇所に付箋をつけているので確認

していただければ十分かと思われます。事務局に常備しており、理事さんであればどなたでも閲覧でき

る状況にしています。 

具体的に委託料についての協議が開始されたのはH26.1.29に平成25年度分後期委託料の支払保留の

支援課提案からです。 

【法人の改革および支援課との協議についての概略】 

平成 24 年度第 2回理事会（H24.7.21）「常勤専務理事の設置について説明」 

第 3回理事会（H24.8.18）「設置意義について質疑応答」 

第 4回理事会（H24.9.29）「報酬についての説明・各学童への回答」 

第 5回理事会（H24.10.20）「専務理事の職責と性質（業務委任）」 

市との懇談会（H24.11.22）「余剰金についての指摘がなされた」 

第６回理事会（H24.12.15）「専務理事選考の件についての説明」 

第 7回理事会（H25.1.19）「専務理事の職責と報酬根拠について説明」 

第 10回理事会（H25.4.20）「総会上程案 決議」 

    支援課協議 H25.8.21 補助金の算定根拠と職員待遇改善の関係性を確認 

          H25.9.10 余剰金の減額について支援課へ回答 

          H25.11.12 余剰金の財政シミュレーション提示 

          H25.12.10 支援課は法人改革について理解する保護者理解が課題 

          H26.1.29 委託料支払留保（余剰金の調整と専務報酬の負担検討） 

          H26.2.20 余剰金 1500 万まで調整、要綱改訂を条件に委託料支払 

          H26.4.28 要綱改訂に役員報酬含む方向で検討中である 

          H26.7.18 要綱改訂に際して現基準を下回ることがないよう要請 

          H26.9.29 支援課としては要綱改訂に「負担割合」は含まない 

              

④  要望書（案）に「委託料以外」の事項があることについては、そもそも、要望書提出の主旨が「委託

料」のみに突出したものではなく「要綱全体」に対する要望であるため明記しており、各要望の説明は

記載のとおりです。詳細は、理事会にて説明予定です。 
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２ 要望書について 

①  タイトルについて、学童運営上必要な措置は今回要望する事項以外にもあげられると思われますが、

現在法人が直面している問題として、時期的にも「要綱改悪阻止」の申し入れに焦点を絞るべきと考え

ていますので、今回は要望内容に沿ったタイトルと考えます。 

 

②  前文について、執行部としては支援課との協議事項はあくまでも「担当課との協議」であり「『市』

と協議を重ねてきた事項」とは言い難いという支援課との共通認識です。担当課との協議を前面に出し

て要望をするとなれば、今後一切の「協議」ができなくなり、一方的な「要綱改訂」がなされる結果に

なりかねないと危惧します。 

 

③  要望事項１について。資料１記載のとおり、9 月 29 日の定例会議の中で支援課としては「季節的ク

ラブのニーズはない」と認識していました。執行部としては、従来通り「長期休業中の季節利用」につ

いてのニーズはあると考えています。要望項目と「長期休業中」という説明箇所で市長（支援課）には

「季節利用の必要性」をくみ取っていただけるものと考えます。 

 

④  要望事項２について。今回の要望箇所については平成 24 年度にも担当者に指摘している事項にもか

かわらず、改訂がなされていないのが実態です。指摘して改定されていないため、改めて書面にて要望

する次第です。 

 

⑤  要望事項３について。職員の配置基準は市の条例で決めますが、その根拠となるのは「厚生労働省令」

です。条例が定まっていない今、法人が根拠として要望できるのも省令を基準に考えるのが妥当と考え

ます。市の条例に加配基準の明記を求めるという意見については、要綱にとどめ置くことで支援課と法

人（学童）の協議により加配指導員を現状にあわせて配置することも可能、というグレーゾーンを設け

ることによる利点もあることから、条例での明記を求める必要はないと考えます。 

 

⑥  要望事項４について。私たち保護者はもとより、学校側も市（支援課）も学校施設の利用が「あるべ

き姿ではない」と認識しています。しかし、厚労省令でも「のぞましい」にとどめていることと行政と

の関係性維持の立場から是が非でも要望としてあげる事項ではないと考えます。 

 

⑦  要望事項５について。「総事業費-法人収入額＝委託料」とした場合の問題の１つとして「法人運営費

目を会費収入のみで運転できるかの試算と見通し」が必要です。9月 29日の定例会議に於いて、法人側

は「法人運営を含む事業費」を「総事業費」として考えておりましたが、支援課としては「総事業費に

は法人運営費用を含まない」という見解であり、調整に時間を要する委託料算定の方法について早急に

結論を出して要望を提出するのではなく、支援課が委託料算定根拠の軸とする 12 月の「要綱改訂」に

係る要望が今回の主旨と考えます。 


